2.現在の認定規格が2006年版JIS

JISQ15001:2006                       更新                                              

一般社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラム
指定業務における秘密情報の取り扱いに関する誓約
一般社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラム（以下、「当法人」という）は、プライバシーマーク制度における指定業務を遂行するにあたり、指定業務を公正に実施し、信頼性を保持するため、秘密情報の取り扱いについて下記の通り誓約いたします。
1．当法人は、指定業務の実施に当たって取得する申請者（付与認定事業者になった場合も含む。以下同じ。）についての情報（以下「秘密情報」という。）の取扱いに関する手順を定め、実施し、かつ、維持します。ただし当法人が保有する情報が次のいずれかに該当する場合は、秘密情報には含まれないものとします。
a) 秘密保持義務を負うことなくすでに保有している情報
b) 秘密保持義務を負うことなく第三者から正当に入手した情報
c) 申請者から提供を受けた情報に関係なく、独自に収集した情報
d) 開示を受けたとき公知であった情報
e) 開示を受けた後、自己の責めに帰し得ない事由により公知となった情報
2．当法人は、秘密情報を、指定業務を実施するために必要な範囲を超えて利用いたしません。
3．当法人は、秘密情報を、申請者による書面の同意がない限り第三者に提供いたしません。ただし、次に示すいずれかに該当する場合はこの限りではありません。
a) 法令に基づく場合
b)「プライバシーマーク制度設置及び運営要領」の規定に基づき、秘密情報の一部を付与機関又は他の指定機関と共同利用する場合
c) 秘密情報の取扱いの一部を外部の機関に委託する場合
当法人は、ただし書きa）に基づき秘密情報を第三者に提供する場合、申請者等に事前に通知します。ただし法令により申請者等への通知が制限される場合はこの限りではありません。
4．当法人は、秘密情報の取り扱いを外部に委託することがあります（審査のために契約した審査員に審査を行わせることを含みます）。があります。この場合であっても、十分な秘密情報の保護水準を満たし、かつ、指定業務の公平性を損なわない者を選定して、業務を行わせます。当法人は契約を締結し、委託を受けた者に対する必要、かつ、適切な監督を行います。
5．当法人は、原則として申請事業者から受領した秘密情報は返還せず、当法人において責任を持って廃棄いたします。
制定日：2010年9月1日
一般社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラム

代表理事　長谷部 潤
【様式2006－0】『プライバシーマーク付与認定申請チェック表』

一般社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラム
プライバシーマーク審査室   御中

平成　　　年　　　月　　　日

プライバシーマーク付与認定申請チェック表
プライバシーマーク付与認定の更新申請にあたり、以下の必要書類が揃っていることを確認して提出します。
なお、必要書類が揃っていない場合、返却されることに同意します。
　申請事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         

ご申請担当者名　　　　　　　　　  　　          
	ﾁｪｯｸ欄
	必　要　書　類

	
	プライバシーマーク付与適格性審査申請書（様式2006-1更新）
（代表者印の捺印があること）

	
	会社概要（様式2006-2）

	
	取扱う個人情報の概要（様式2006-3）

	
	すべての事業所の所在地及び業務内容（様式2006-4）

	
	個人情報保護体制（様式2006-5）

	
	個人情報保護マネジメントシステム（PMS）文書の一覧（様式2006-6）

	
	JIS 要求事項との対応表（様式2006-7）

	
	教育実施記録（様式2006-8）（全ての従業者に実施した教育実施記録）

	
	監査実施記録（様式2006-9）（全ての部門に実施した監査実施記録）

	
	事業者の代表者による見直し実施記録（様式2006-10）

	
	2006年版JISによる前回認定時から変更のあった事業の報告（様式2006-11）

	
	登記簿謄本（または抄本）等、申請者の実在を証する公的文書（申請の日前３ヶ月以内に発行のもの。コピー不可）

	
	定款、寄付行為、その他これに準ずる規程類

	
	会社パンフレット（ある場合）

	
	個人情報保護マネジメントシステム（PMS）文書一式（様式2006-6に記載の文書全て）

	
	JIS 要求事項との対応表（様式2006-7）の「使用する様式」欄に記載した全ての様式

（記入されていない様式見本）


【記入上の注意】
1. A4縦の用紙を使用すること。
2. チェックリストの項目は変更せず、すべての必要書類について、有無をチェック欄に記入すること。
【様式2006-1更新】プライバシーマーク付与適格性審査申請書
プライバシーマーク付与適格性審査申請書
一般社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラム 殿
 平成    年    月   日

          ﾌﾘｶﾞﾅ
申請事業者名称                                           
英  語  名  称                                           

認　定  番  号　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地（登記上の本店住所）                                           

              　　　　　　                                           

                                        ﾌﾘｶﾞﾅ
代表者役職                        代表者氏名                            eq \o\ac(○,印)
当社は、プライバシーマーク制度の趣旨に賛同し、下記の事項を誓約すると共に、申請書類一式を添付してプライバシーマーク付与認定の更新を申請します。

記

１．貴法人の定めるプライバシーマーク指定業務関連規程を遵守すること

２．付与認定の審査のために必要なすべての情報を開示すること

３．貴法人に開示する情報の一切は、事実であること

４．プライバシーマークの欠格事項に該当しないこと
５．「風俗営業などの規制及び業務の適正化に関する法律」（昭和二十三年七月十日法律第百二十二号）第２条第５項に規定する「性風俗関連特殊営業」、又はこれらに類似する営業を営む事業者でないこと
以上

                ﾌﾘｶﾞﾅ

申請担当者　　氏　　名
　　　　　　　所　　属
              郵便番号
　　　　　　　住　　所
　　　　　　　電話番号
　　　　　　　FAX番号
　　　　　　　E-mailアドレス

【記入上の注意】
1. A4縦の用紙を使用すること。

2. 申請事業者名：申請する事業者の登記上の正式名称を正確に記述する。併せて、英語名称についても記入すること。

3. 代表者名    ：申請する事業者の代表取締役社長、会長、理事長等、代表権を持つ者の役職と氏名を記入すること。氏名については、カタカナで振り仮名をふること（手書きでもよい）。また、代表者印は、会社設立登記の際に印鑑登録した代表者印を捺印すること（代表者の個人印は不可）。
4. 所在地      ：申請する事業者（法人）の登記上の住所を正確に記入すること。 

5. 申請担当者  ：申請の担当者について、氏名、所属、連絡先となる住所、電話番号、FAX番号、e-mailアドレスを記入する。氏名については、カタカナで振り仮名をふること（手書きでもよい）。e-mailアドレスがない場合は　なし　と記入すること。

【様式2006-2】『会社概要』
	売上高
	

	事業の概要
	

	従業者数
	・役員    ：                 名
・正社員  ：                 名
・派遣社員：                 名

・出向社員：                 名

・パート・アルバイト等：     名

                  合計     名

	会社のURL
	・

	個人情報保護方針

を表示するURL
	・

	個人情報の入力（収集）を行う全てのURL
	・

・

・

	所属する企業グループ名


	


【記入上の注意】
1. A4縦の用紙を使用すること。
2. 事業の概要　 ：主要な事業から順にその事業内容を簡潔に記入すること。記入された主要な事業によって業種を決定します。フランチャイザーの場合は、その名称を記入すること。
3. 従業者数 　  ：雇用関係にある従業員（パートタイマー、アルバイト等含む）及び役員（取締役、執行役員、理事、監査役、監事）、派遣社員、外部からの出向社員等の人数を雇用形態ごとに分けて記入すること。役員は常勤／非常勤に関らず登記簿謄本に記入された全員を対象とすること。なお、一般人材派遣業の場合は、社外へ派遣する派遣スタッフは含めない。
4．URL　　　　　：ない場合は　なし　と記入すること。

5. 企業グループ名：この欄の記入は任意である。企業グループとして、同一の個人情報保護マネジメントシステムをベースに運用している場合、企業グループ名及び中核会社の名称を記述する。グループ企業として同一時期に受審したい場合、受審したい企業名をこの欄に記入するか、別紙として添付すること。ただし、同一時期の審査を希望する場合、スケジュール調整のため現地審査が遅くなる可能性があることに留意する必要がある。
【様式2006-3】『取扱う個人情報の概要』（記述内容については記入例を示してある。以下同様。）

	
	個人情報を取扱う業務
	個人情報の種類
	件数
	取得する方法
	実施している安全対策

	1
	人材派遣業
	登録スタッフの個人情報
	2000／月
	ウェブから直接書面取得
	SSL、ID、パスワードによるアクセス管理、アクセスログの取得・点検、定期的なバックアップ

	2
	データエントリ業務
	入力原票
	100万／月
	受託
	入退管理、施錠管理

	3
	DM発送
	宛名シール
	10万／月
	受託
	入退管理、施錠管理

	4
	総務
	従業員の個人情報
	230／累積
	直接書面取得
	施錠管理


	
	…
	….
	….
	….
	….


【記入上の注意】
1. A4縦の用紙を使用すること。
2. 個人情報を取扱う業務：個人情報を取扱う全ての業務について、業務内容が理解できるように記入すること。

3. 個人情報の種類      ：取扱う物件を具体的に記入すること。

4. 件数                ：件数は概数でよい。

5. 取得する方法      ：取得する方法が分かるように記入すること。

6. 実施している安全対策：実施している安全対策の内容を分かり易く記入すること。

【様式2006-4】『すべての事業所の所在地及び業務内容』

	
	事業所
	住所
	個人情報を取扱う業務

	1
	本社
	港区芝公園3-5-8
	人材派遣業、人材紹介業、総務

	2
	お台場分室
	台東区青海x-y-z
	データエントリ業務

	3
	横浜事業所
	横浜市港北区○○x-y-z
	DM発送

	4
	大阪支社
	大阪市北区○○x-y-z
	人材派遣業

	5
	….
	…..
	….

	6
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


【記入上の注意】
1. A4縦の用紙を使用すること。
2. 事業所、住所        ：個人情報の取扱いに関係なく、国内の全ての事業所の名称・住所を記入すること。ただし、フランチャイジーは別法人なので記入しないこと。
3. 個人情報を取扱う業務：様式2006-3に記述した業務を、どの事業所で行っているか、分かるよう記入すること。個人情報の取扱いのない事業所については、「なし」と記入する。

【様式2006-5】『個人情報保護体制』

	1
	個人情報保護管理者

	
	氏名


	所属及び役職



	2
	個人情報保護監査責任者

	
	氏名


	所属及び役職



	3
	個人情報保護マネジメントシステム（PMS）に係わる社内体制

	
	担当者名又は役職名
	役割
	担当業務範囲

	
	 
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	4
	個人情報保護マネジメントシステム（PMS）に係わる教育

	
	(1) 担当部門
	

	
	(2) 担当者氏名又は役職名
	

	
	(3) 開催時期・年間回数
	

	
	(4) 対象者
	

	
	(5) 使用テキスト
	

	5
	個人情報保護マネジメントシステム（PMS）に係わる監査

	
	(1) 実施体制
	

	
	(2) 年間回数
	

	6
	個人情報保護マネジメントシステム（PMS）に係わる消費者相談窓口

	
	(1) 窓口の名称
	

	
	(2) 担当者氏名又は役職名
	

	
	(3) 連絡先（電話番号、ファクス番号、e-mail）
	


【記入上の注意】
1. A4縦の用紙を使用すること。
2. 全項目を記入すること。

3. 個人情報保護マネジメントシステム等に規定された体制を要約して具体的に記入すること（「規程参照」という記入は不可）。
【様式2006-6】『個人情報保護マネジメントシステム（PMS）文書の一覧』

	PMS文書を構成する規程・様式の名称
	制定日
	直近の改正日

	1
	個人情報保護基本規程
	平成15年10月1日
	平成18年6月1日

	2
	….
	….
	….

	.
	….
	….
	….

	.
	….
	….
	….

	10
	監査規程
	平成15年10月1日
	平成18年6月1日

	11
	業務委託に関する細則
	平成15年10月1日
	平成18年6月15日

	.
	…..
	….
	….

	.
	…..
	….
	….


【記入上の注意】
1. A4縦の用紙を使用すること。
2. 上位規程から順に記入すること。

3. 規程・様式の名称：事業所で整備・使用している個人情報保護マネジメントシステム（PMS）を構成する文書（規程・様式）の名称を記入すること。

4. 制定日          ：組織として承認した年月日を記入すること。

5. 直近の改正日    ：改正があった場合、最も新しく改正された年月日を記入すること。

6. 本様式に記入した規程・様式は、就業規則を含めすべて提出すること。ただし、就業規則は、JISの要求事項に対応する箇所のみでよい。
【様式2006-7】『JISQ15001要求事項との対応表』

	JISQ15001要求事項
	対応するPMSの規程の名称と項番

（上位規程から階層的に記述）
	使用する様式

	3.1一般要求事項
	
	

	…
	…
	….

	…
	…
	….

	3.4.3.4委託先の監督 
	個人情報保護規程xx条外部委託

外部委託に関する細則
	様式x業務委託契約書雛型

様式y委託先評価表

	….
	…
	…

	3.9事業者の代表者による見直し
	個人情報保護規程yy条
	様式z PMS見直し議事録


【記入上の注意】
1. A4縦の用紙を使用すること。
2. 対応するPMSの規程の名称と項番：
JISQ15001の全項目について、対応するPMSの規程名称及び項番（対応箇所）を記入すること。対応する規程が複数ある場合は、個人情報保護マネジメントシステム（PMS）文書の体系に合わせて階層的に記入すること。

3. 使用する様式：
当該規程の条項に基づき運用している様式があれば、その名称を記入すること。
【様式2006-8】『教育実施記録』
　　　
○○年度　教　育　実　施　記　録　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　報告日：　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　報告者：　　　　　　　　
	教育の名称
	

	開催日
	

	使用テキスト
	

	講師又は
教育担当部門
	

	＜教育の概要＞


	受講対象者・部門
	

	受講者数／受講対象者数

	役員　　　　　（　　　名／　　　　名）

正社員　　　　（　　　名／　　　　名）
派遣社員　　　（　　　名／　　　　名）

出向社員　　　（　　　名／　　　　名）
ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ等 （　　　名／　　　　名）
合　　計　　　（　　　名／　　　　名）


【記入上の注意】
1. A4縦の用紙を使用すること。
2. 開催日時の順、教育毎に記入すること。
3. 受講者数は、役員、正社員、派遣社員、出向社員、パート・アルバイト等に分けて記入すること。
4. 教育の概要については、教育の目的、内容等について記入すること。
【様式2006-9】『監査実施記録』

○○年度　監　査　実　施　記　録
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告日：　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　 報告者（個人情報保護監査責任者）：　　　　　　　　
	被監査部門
	

	監査実施日
	

	監査テーマ
	

	監査員の所属部門
	

	＜監査内容＞

	＜監査結果要約＞

	＜指摘事項・改善指示事項＞

	＜是正処置の結果・改善された結果＞


	＜報告・承認手続き＞


【記入上の注意】
1. A4縦の用紙を使用すること。
2. 監査実施日の順、被監査部門ごとに記入すること。
3. 監査員の所属部門　　：複数の監査員が監査した場合は、担当した全ての監査員の所属部門を記入すること。
4. ＜報告・承認手続き＞：監査結果の報告と承認がどのようになされたのかを記入すること。
【様式2006-10】『事業者の代表者による見直し実施記録』
○○年度　事業者の代表者による見直し実施記録

	実施日
	平成    年    月    日

	見直しのインプット
	

	代表者による見直しの指示の内容
	

	指示に基づく処置の実施状況
	


【記入上の注意】
1. A4縦の用紙を使用すること。
2. 見直しのインプットには、事業者の代表者による見直しを実施する上で考慮した事項（監査や運用状況、苦情、前回見直し結果に対するフォローアップ、個人情報の取扱いに関する法令、国が定める指針その他の規範の改正状況、社会情勢の変化、国民の認識の変化、技術の進歩などの諸環境の変化、事業領域の変化、改善のための提案など）を記述する。

【様式2006-11】『2006年版JISによる前回認定時から変更のあった事業の報告（更新時）』
１．前回認定時からの事業の変化

1.1　新規に開始した事業について

①新規に開始した事業の有無（　有　　無　）

②新規に開始した事業の概要（「有」の場合、その概要を記述）

＜記入例：「介護事業を始めた。」「受託によるDMの送付を始めた。」「（前回認定時に行っていた）Webによる通販に加え、携帯サイトによる通販を始めた。」＞

1.2　個人情報の取扱い方に大きな変化があった事業について

①個人情報の取扱い方に大きな変化があった事業の有無　（　有　　無　）

②変化の概要（「有」の場合、その概要を記述）

＜記入例：「コールセンター機能を外部業者に委託した。」「自社で運用管理していた業務用サーバをデータセンターに委託した。」「利用者の申込方法を郵送からWeb画面からの申込に変えた。」＞

1.3　取りやめた事業について

①取りやめた事業の有無　（　有　　無　）

②取りやめた事業の名称又は概要（「有」の場合、その名称又は概要を記述）とその理由
＜記入例：「介護事業を吸収分割により他社に譲渡した。」「パッケージソフトの開発事業から撤退した。」＞

以上

【記入上の注意】

· A4縦の用紙を使用すること。
· 複数ページになってもよい。
· 既に2006年版JISによる認定を受けている事業者が更新申請する場合のみ提出すること。

· 提出時には本ページは削除すること。



















